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資料編 

１ 地域包括ケアシステムの推進に向けた目標と指標一覧 

基本理念：高齢者がいつまでも自分らしく暮らせるまちの実現 

〇主観的健康観   〇主観的幸福感 

 

基本目標１ 地域包括ケアシステムの更なる推進 

      〇新規申請時の平均年齢 

      〇認定更新時の介護度の維持・改善割合 

      〇通いの場への介護認定者の参加割合 

主な取組 活動指標 

自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

① 介護予防の推進 

② 地域づくりの推進 

シニア元気アップ出前講座実施回数★ 

介護支援ボランティア養成講座受講者数 

通いの場への参加実人数 

地域へのリハビリ専門職の派遣回数★ 

通いの場以外へのリハビリ専門職の派遣回数 

通所リハビリマネジメント加算Ⅱ以上の件数 

健康不明者から必要なサービスにつながった割合 

くらしサポート登録者数★ 

介護支援ボランティア登録者数★ 

介護支援ボランティア受入機関 

ボランティアポイント申請者数 

生きがいづくり・社会参加への支援 

① 高齢者の地域活動の支援 

② 生涯学習の推進（中央公民館・コミュニ

ティセンターでの活動） 

③ レクリエーション・スポーツ事業の充実 

④ 敬老事業 

⑤ シルバー人材センター活動への支援 

⑥ ボランティア組織の育成等 

⑦ 雇用・就労への支援 

シルバーエプロンサービス登録者数 

シルバーエプロンサービス活動会員数 

生活支援・介護予防サービスの充実 
① 地域見守りネットワーク体制の強化 

② 在宅福祉サービスの充実 

③ 生活支援サービスの体制整備 

 

在宅介護の支援 
① 家族介護に対する支援 

出張介護相談会 

介護者のつどい 

在宅医療・介護連携の推進 
① 在宅医療・介護に関する相談及び連携支   

援 

② 看取りの普及啓発 

③ 認知症意思決定支援 

シニア元気アップ出前講座で看取り・ＡＣＰについ

ての普及啓発回数 

看取り数（レセプト件数） 

入院時情報連携加算の算定回数 

地域ケア会議の充実 
① 地域ケア会議の推進 

② 個別課題から地域づくりへ 
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地域包括支援センターの機能強化 

① 適切な人員体制の確保と役割分担 

② 地域包括支援センターの円滑な運営 

③ 地域包括支援センターの定期的な点検と

適切な評価 

福祉会館の総合相談との連絡会 

高齢者の権利擁護の取組の推進 
① 高齢者虐待防止対策の推進 

② 権利擁護に関する相談体制の充実 

③ 成年後見制度等の利用支援 

 

居住環境の整備 
① 災害時における支援体制の構築 

② 高齢者の住まいの確保 

③ 住宅改造への支援 

④ ユニバーサル社会の推進 

自主防災組織への名簿提供自治会数 

個別避難支援計画策定組織数 

 

 

基本目標２ 認知症対策の推進 

      〇地域での認知症高齢者に対する理解度 

      〇認知症に不安を感じる人の割合 

主な取組 活動指標 

認知症への理解を深めるための普及啓

発・本人発信支援 

① 認知症に関する理解促進 

② 認知症に関する相談先の周知 

③ 本人発信の機会の充実 

認知症サポーター養成講座受講累計人数 

認知症サポーター養成講座開催数 

企業・職域での認知症サポーター養成講座開催回

数 

本人ミーティング開催回数 

本人発信の機会回数 

認知症予防・早期発見・早期受診の推進 

① 通いの場における認知症予防の取組の充

実 

② 早期発見・早期受診の推進 

シニア元気アップの出前講座（認知症）開催回数 

もの忘れ健診受診者数 

認知症疑いありのうち医療機関受診に繋がった割

合 

認知症の人と家族への支援の充実 

① 認知症地域支援推進員の活動の拡大 

② 認知症カフェの充実 

③ 認知症の家族の会の支援 

④ 介護サービス従事者の認知症対応力

向上 

⑤ 若年性認知症の人への支援 

認知症カフェ参加者数 

認知症家族の会参加者数  

認知症の人にやさしい地域づくり（認知症

バリアフリー）の推進 

① 認知症高齢者等の見守り体制の充実 

② チームオレンジの活動の充実 

SOS ネットワーク登録者数 

ＳＯＳネットワーク協力機関登録数 

あんしんキーホルダー事前登録者数 

ひょうご認知症サポート店登録数 

認知症サポーターステップアップ講座受講者数 

認知症サポーター連絡会 

チームオレンジの数 
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基本目標３ 介護保険事業の適正・円滑な運営 

主な取組 活動指標 

介護サービスの質の確保・向上 
① サービス提供事業者の情報提供 

② サービス従事者の資質向上の促進 

③ 介護を担う人材の確保・定着支援のため

の取組 

④ 文書負担の軽減・業務の効率化 

⑤ 介護サービス事業者への指導・監督等 

 

介護給付適正化の推進（介護給付適正化

計画） 
① 要介護認定の適正化 

② ケアプラン点検の充実 

③ 縦覧点検・医療情報との突合 

ケアプラン点検実施数 

 

災害や感染症対策に係る体制整備 
① 災害への備え 

② 感染症への備え 

 

 

※活動指標に「★」が付いているものは、自立支援・重度化防止に向けた指標です。 
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２ アンケート調査結果概要 

「播磨町高齢者福祉計画（第１０次）及び介護保険事業計画（第９期）」策定にあたり、播磨町の高齢者

福祉施策及び介護保険事業のための基礎的な資料を作成するために下記の調査を実施しました。 

 

調査概要 

調査種類 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 在宅介護実態調査 

対象者 

播磨町内にお住いの高齢者 2,500 人 

※対象者：令和４年 12 月１日現在 

（要支援１・２の方と、65 歳以上の方か

ら無作為抽出） 

播磨町内にお住まいの高齢者 700 人 

※対象者：令和４年 12 月１日現在 

（要支援・要介護認定を受けている 65 歳

以上の方から無作為抽出） 

実施期間 令和４年 12 月 14 日（水）～令和５年１月６日（金） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 郵送配布、郵送回収 

回収状況 

配 布 数：2,500 件 

有効回収数：1,443 件 

有効回答率：57.7％ 

配 布 数：700 件 

有効回収数：382 件 

有効回答率：54.6％ 
  

調査種類 ケアマネジャーに関するアンケート調査 

対象者 
町内及び町が介護予防ケアマネジメントを委託している居宅介護支援事業者のケアマネ

ジャー 

実施期間 令和５年２月 21 日（火）～３月６日（月） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 

配 布 数：85 件（21 事業所）（町内 16 件・町外 69 件） 

有効回収数：53 件（町内 9 件・町外 31 件・事業所名未記入 13 件） 

有効回答率：62.3% 
  

調査種類 介護保険サービス提供事業者調査 

対象者 播磨町内及び近隣市町にて介護保険サービスを提供している事業者 

実施期間 令和５年２月 21 日（火）～３月６日（月） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 

回収状況 

配 布 数：52 件（事業所）（町内 40 件・町外 12 件） 

有効回収数：37 件（町内 30 件・町外 7 件） 

有効回答率：71.2％ 

 

調査結果を見る際の留意点 

（１）図表中の「ｎ（number of case）」は、有効標本数（集計対象者総数）を表しています。 

（２）回答結果の割合「％」は有効標本数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第２位で四捨五入し

たものです。そのため、単数回答であっても合計値が 100.0％にならない場合があります。 

（ ３ ） 図 表 中 に 次 の よ う な 表 示 な ど が あ る 場 合 は 、 複 数 回 答 を 依 頼 し た 質 問 を 示 し て い ま す 。 

・ ＭＡ ％（Multiple  Answer）：回答選択肢の中からあてはまるものをすべて選択する場合 

・３ＬＡ％（3 Limited Answer）：回答選択肢の中からあてはまるものを３つ以内で選択する場合 
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8.0

7.5

65.3

66.9

21.0

20.7

2.9

3.4

2.8

1.5

とてもよい まあよい あまりよくない

よくない

無回答
今回調査（令和4年）

(n=1,443)

前回調査（令和元年）
(n=1,903)

(%)
0 20 40 60 80 100

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査・調査結果 

 

（１）主観的健康感（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみ） 

○現在の健康状態については、「とてもよい」（8.0%）と「まあよい」（65.3%）を合わせた

『よい』が合計 73.3%、「よくない」（21.0%）と「あまりよくない」（2.9%）を合わせた『よ

くない』が合計 23.9%となっています。 

前回調査に比べて、『よい』は 1.1 ポイント減少しています。 

性・年齢別にみると、女性・前期高齢者で『よい』は 85.1%と多く、男女ともに後期高齢者

では『よくない』が多く、男性・後期高齢者で 29.9%、女性・後期高齢者で 29.8%となっ

ています。 

認定状況別にみると、要支援認定者では、『よい』が 41.9%と少なく、『よくない』が

52.3%と多くなっています。 
 

【主観的健康感】 

 

 

 

 

【主観的健康感 性・年齢別、圏域別、認定状況別】 

  

  

  

 

  

(%)

n

と
て
も
よ
い

ま
あ
よ
い

あ
ま
り
よ
く
な
い

よ
く
な
い

無
回
答

1443 115 943 303 42 40
100 8.0 65.3 21.0 2.9 2.8

男性・前期高齢者 312 37 206 54 9 6
100 11.9 66.0 17.3 2.9 1.9

男性・後期高齢者 348 27 205 88 16 12
100 7.8 58.9 25.3 4.6 3.4

女性・前期高齢者 348 32 264 46 2 4
100 9.2 75.9 13.2 0.6 1.1

女性・後期高齢者 435 19 268 115 15 18
100 4.4 61.6 26.4 3.4 4.1

東部 194 12 126 43 9 4
100 6.2 64.9 22.2 4.6 2.1

西部 237 24 147 54 5 7
100 10.1 62.0 22.8 2.1 3.0

野添 551 42 383 103 11 12
100 7.6 69.5 18.7 2.0 2.2

南部 458 37 285 103 16 17
100 8.1 62.2 22.5 3.5 3.7

一般高齢者 1263 113 868 231 22 29
100 8.9 68.7 18.3 1.7 2.3

要支援1、2 153 1 63 62 18 9
100 0.7 41.2 40.5 11.8 5.9

性
・
年
齢

圏
域

全体

認
定
状
況
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今回調査（令和4年）

(n=1,443)

前回調査（令和元年）

(n=1,903)

とても幸せ（10点）

幸せ（7～9点）

ふつう（4～6点）

不幸（1～3点）

とても不幸（0点）

無回答

(MA%)

(%)

n

０
点

１
点

２
点

３
点

４
点

５
点

６
点

７
点

８
点

９
点

１
０
点

無
回
答

全体 1443 6 2 13 32 47 267 174 246 330 114 155 57
100 0.4 0.1 0.9 2.2 3.3 18.5 12.1 17.0 22.9 7.9 10.7 4.0

男性・前期高齢者 312 0 0 4 6 8 62 43 66 69 23 25 6
100 0 0 1.3 1.9 2.6 19.9 13.8 21.2 22.1 7.4 8.0 1.9

男性・後期高齢者 348 4 0 3 7 16 72 51 67 69 14 29 16
100 1.1 0 0.9 2.0 4.6 20.7 14.7 19.3 19.8 4.0 8.3 4.6

女性・前期高齢者 348 1 0 2 8 11 55 38 63 91 35 36 8
100 0.3 0 0.6 2.3 3.2 15.8 10.9 18.1 26.1 10.1 10.3 2.3

女性・後期高齢者 435 1 2 4 11 12 78 42 50 101 42 65 27
100 0.2 0.5 0.9 2.5 2.8 17.9 9.7 11.5 23.2 9.7 14.9 6.2

東部 194 0 0 1 5 3 34 20 50 41 17 16 7
100 0 0 0.5 2.6 1.5 17.5 10.3 25.8 21.1 8.8 8.2 3.6

西部 237 1 0 4 6 7 42 29 45 51 15 23 14
100 0.4 0 1.7 2.5 3.0 17.7 12.2 19.0 21.5 6.3 9.7 5.9

野添 551 2 1 5 9 20 98 71 79 139 49 61 17
100 0.4 0.2 0.9 1.6 3.6 17.8 12.9 14.3 25.2 8.9 11.1 3.1

南部 458 3 1 3 12 16 93 53 72 99 32 55 19
100 0.7 0.2 0.7 2.6 3.5 20.3 11.6 15.7 21.6 7.0 12.0 4.1

一般高齢者 1263 5 0 8 27 39 219 160 224 293 101 141 46
100 0.4 0 0.6 2.1 3.1 17.3 12.7 17.7 23.2 8.0 11.2 3.6

要支援1、2 153 0 2 5 4 7 36 14 21 34 11 10 9
100 0 1.3 3.3 2.6 4.6 23.5 9.2 13.7 22.2 7.2 6.5 5.9

性
・
年
齢

圏
域

認
定
状
況

（２）主観的幸福感（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみ） 

○現在の幸福感を 10 点満点で評価してもらったところ、「幸せ（7～9 点）」が 47.8%と最

も多く、次いで、「ふつう（4～6 点）」が 33.9%、「とても幸せ（10 点）」が 10.7%、「不幸

（1～3 点）」が 3.2%、「とても不幸（0 点）」が 0.4%となっています。 

前回調査に比べて、「幸せ（7～9 点）」が 1.6 ポイント増加し、「とても幸せ（10 点）」が

1.1 ポイント減少しています。 

「8 点」の回答が最も多くなっている層が多いなか、性・年齢別には男性・後期高齢者では

「5 点」が 20.7%と最も多く、認定状況別には要支援認定者で「5 点」が 23.5%と最も

多くなっています。。 
 

【幸福感】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主観的幸福感 性・年齢別、圏域別、認定状況別】 
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18.5

32.6

16.4

1.7

25.1

45.5

44.8

81.5

67.4

83.6

98.3

74.9

54.5

55.2

該当（リスクあり）

非該当
①運動器の機能低下

(n=1,389)

②転倒リスク
(n=1,431)

③閉じこもり傾向
(n=1,425)

④低栄養の傾向
(n=1,393)

⑤口腔機能の低下
(n=1,421)

⑥認知機能の低下
(n=1,414)

⑦うつ傾向
(n=1,381)

(%)
0 20 40 60 80 100

85.5 8.3 6.3

高い（5点満点）
やや低い（4点）

低い（3点以下）

(%)
0 20 40 60 80 100

(n=1,406)

（３）生活機能評価等（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみ） 

○生活機能評価 

①運動器の機能低下について、「該当」が 18.5%となっています。 

②転倒リスクについて、「該当」が 32.6%となっています。 

③閉じこもり傾向について、「該当」が 16.4%となっています。 

④低栄養の傾向について、「該当」が 1.7%となっています。 

⑤口腔機能の低下について、「該当」が 25.1%となっています。 

⑥認知機能の低下について、「該当」が 45.5%となっています。 

⑦うつ傾向について、「該当」が 44.8%となっています。 

○日常生活評価 手段的自立度（ＩＡＤＬ） 

低下者（「やや低い」「低い」の計）は全体で 14.6％となっています。 
 

【生活機能評価リスク該当者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【日常生活評価 手段的自立度（ＩＡＤＬ）】 
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参考：該当状況の判定に用いた基準 

 

【生活機能評価リスク該当者】 

 

 

【日常生活評価 手段的自立度（ＩＡＤＬ）】 

 
 

 
 

 

 

  

設問 該当する選択肢

①運動器の機能低下　　 問2-1　階段を手すりや壁をつたわらずに昇れるか　　　　　　 「3.できない」

問2-2　椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がれるか 「3.できない」

問2-3　15分位続けて歩いているか　　　　　　　　　　　　　 「3.できない」

問2-4　過去１年間に転んだ経験があるか　　　　　　　　　　 「1.何度もある」「2.１度ある」

問2-5　転倒に対する不安は大きいか                        「1.とても不安である」「2.やや不安である」

②転倒リスク 問2-4　過去１年間に転んだ経験があるか　　　　　　　　　　 「1.何度もある」「2.１度ある」

③閉じこもり傾向 問2-6　週に何回外出しているか　 「1.ほとんど外出しない」「2.週１回」

④低栄養の傾向 問3-1　ＢＭＩ　 18.5未満

問3-7　6か月間で2～3kg以上の体重減少があったか 「1.はい」

⑤口腔機能の低下 問3-2　半年前に比べて固いものが食べにくくなったか 「1.はい」

問3-3　お茶や汁物等でむせることがあるか 「1.はい」

問3-4　口の渇きが気になるか 「1.はい」

⑥認知機能の低下 問4-1　物忘れが多いと感じるか 「1.はい」

⑦うつ傾向 「1.はい」

「1.はい」

問7-3　気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりすること
          があったか

※2項目中、いずれかに
該当でリスクあり

問7-4　どうしても物事に対して興味がわかない、あるいは
         心から楽しめない感じがよくあったか

　　※5項目中、3項目以上
　　　 該当でリスクあり

※該当でリスクあり

※該当でリスクあり

※2項目とも該当でリスクあり

　　※3項目中、2項目以上
       該当でリスクあり

※該当でリスクあり

該当する設問 評価の方法
①手段的自立度（IADL） 問4-4　バスや電車を使って１人で外出しているか

問4-5　自分で食品・日用品の買物をしているか
問4-6　自分で食事の用意をしているか
問4-7　自分で請求書の支払いをしているか
問4-8　自分で預貯金の出し入れをしているか

5項目について、それぞれ「1.できるし､してい
る」または「2.できるけどしていない」に該当で1
点とし、計5点満点を「高い」、4点を「やや低
い」、3点以下を「低い」と評価
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77.3

67.5

0.9

2.1

4.4

6.0

4.3

6.3

0.9

2.1

9.1

10.6

3.0

5.4

できる限り在宅で暮らしたい※

グループホーム（認知症の方向けの施設）

などの地域に密着したサービスを受けて暮らしたい

高齢者向けに整備された住宅（有料老人ホーム、

サービス付き高齢者向け住宅など）に入居して暮らしたい

特別養護老人ホームなどの介護保険施設に入所して暮らしたい

医療機関に入院したい

わからない

無回答

今回調査（令和4年）
(n=1,443)

前回調査（令和元年）
(n=1,903)

(%)
0 20 40 60 80 100

69.6

3.4

1.8

9.2

2.9

6.3

6.8

71.7

3.1

5.0

6.5

1.7

8.2

3.8

0 20 40 60 80

今回調査（令和4年）

(n=382)

前回調査（令和元年）

(n=477)

できる限り在宅で暮らしたい※

グループホーム（認知症の方向けの施設）などの地域に密
着したサービスを受けて暮らしたい

高齢者向けに整備された住宅（有料老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅など）に入居して暮らしたい

特別養護老人ホームなどの介護保険施設に
入所して暮らしたい

医療機関に入院したい

わからない

無回答

(%)

（４）将来、希望する生活 

○将来希望する生活について、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では将来どのような生

活を希望するかについては、「できる限り在宅で暮らしたい」が 77.3%と最も多くなって

います。前回調査に比べて、「できる限り在宅で暮らしたい」が 9.8 ポイント増加していま

す。 

在宅介護実態調査でも「できる限り在宅で暮らしたい」が 69.6%と最も多くなっていま

す。 
 

【将来、希望する生活】 

＜介護予防・日常生活圏域ニーズ調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜在宅介護実態調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査では、「介護保険サービスを利用せずに、配偶者や子どもなど、家族や親族の介護を受けながら、

できる限り在宅で暮らしたい」、「家族や親族の介護を受けずに介護保険サービスを利用しながら、できる

限り在宅で暮らしたい」、「家族や親族などの介護と介護保険サービスを組み合わせて、できる限り在宅で

暮らしたい」 
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36.6 54.5 1.3 7.6

全くしていない 話し合ったことがある

話し合い、その結果を紙などに記録した

無回答
全体

(n=382)

(%)
0 20 40 60 80 100

50.3

36.7

5.9

12.8

13.5

31.3

1.9

22.7

3.1

48.8

39.8

5.9

12.0

13.6

28.1

1.5

22.9

4.6

0 20 40 60

今回調査（令和4年）

(n=1,443)

前回調査（令和元年）

(n=1,903)

安否確認や声かけ

話し相手

外出の時のつきそい

車の運転

買い物

ゴミ出し

その他

特にない・できない

無回答

(MA%)

（５）将来希望する生活について話し合った相手（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみ） 

○将来希望する生活について誰かと話し合いをしているかについては、「話し合ったことが

ある」が 54.5%、「全くしていない」が 36.6%となっています。 
 

【将来希望する生活について話し合った相手】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）近所の人が困っている時にできる支援（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみ） 
○近所の人が困っている時に支援できることについては、「安否確認や声かけ」が 50.3%

と最も多く、次いで、「話し相手」が 36.7%、「ゴミ出し」が 31.3%となっています。 
 

【近所の人が困っている時にできる支援】 
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20.7

18.0

15.4

17.1

27.9

24.1

30.7

34.7

5.3

6.1

どのような制度か知っている

聞いたことはあり、関心がある

聞いたことはあるが、関心はない

知らない 無回答

今回調査（令和4年）
(n=1,443)

前回調査（令和元年）
(n=1,903)

(%)
0 20 40 60 80 100

28.5

26.6

14.4

15.1

17.3

18.2

35.6

32.3

4.2

7.8

どのような制度か知っている

聞いたことはあり、関心がある

聞いたことはあるが、関心はない

知らない 無回答

今回調査（令和4年）
(n=382)

前回調査（令和元年）
(n=477)

(%)
0 20 40 60 80 100

（７）成年後見制度 

○成年後見制度の認知について、成年後見制度については、「知らない」が 30.7%と最も

多く、次いで、「聞いたことはあるが、関心はない」が 27.9%、「どのような制度か知って

いる」が 20.7%、「聞いたことはあり、関心がある」が 15.4%となっています。 

また、在宅介護実態調査でも「知らない」が 35.6%と最も多く、次いで、「どのような制

度か知っている」が 28.5%、「聞いたことはあるが、関心はない」が 17.3%、「聞いたこ

とはあり、関心がある」が 14.4%となっています。 
 

【成年後見制度の認知】 

＜介護予防・日常生活圏域ニーズ調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜在宅介護実態調査＞ 
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9.2

9.7

49.3

52.4

22.3

17.9

3.5

3.7

15.6

16.3

理解がある ある程度理解がある あまり理解がない

理解がない

無回答

今回調査（令和4年）
(n=1,443)

前回調査（令和元年）
(n=1,903)

(%)
0 20 40 60 80 100

25.8

28.7

71.4

67.2

2.8

4.2

はい いいえ 無回答

今回調査（令和4年）
(n=1,443)

前回調査（令和元年）
(n=1,903)

(%)
0 20 40 60 80 100

（８）地域での認知症高齢者に対する理解度（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみ） 

○地域での認知症高齢者に対する理解度について、「理解がある」（9.2%）と「ある程度理

解がある」（49.3%）を合わせた『理解がある』が合計 58.5%となっています。 
 

【地域での認知症高齢者に対する理解度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）認知症に関する相談窓口の認知状況（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみ） 
○認知症に関する相談窓口の認知状況について、「はい」が 25.8%、「いいえ」が 71.4%と

なっています。 
 

【認知症に関する相談窓口の認知状況】 
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6.4

8.9

30.8

32.6

59.7

54.8

3.1

3.7

知っているし、利用したこともある

知っているが、利用したことはない 知らない 無回答
今回調査（令和4年）

(n=1,443)

前回調査（令和元年）
(n=1,903)

(%)
0 20 40 60 80 100

39.3

41.3

29.3

30.6

25.7

24.1

5.8

4.0

知っているし、利用したこともある

知っているが利用したことはない

知らない 無回答

今回調査（令和4年）
(n=382)

前回調査（令和元年）
(n=477)

(%)
0 20 40 60 80 100

（10）播磨町地域包括支援センターが高齢者総合相談や認知症の相談窓口であることの認

知状況と利用状況 

○播磨町地域包括支援センターが高齢者総合相談や認知症の相談窓口であることの認知状

況と利用状況について、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では「知っているし、利用した

こともある」（6.4%）、「知っているが、利用したことはない」（30.8%）を合わせた『知っ

ている』が合計 37.2%、「知らない」が 59.7%となっています。 

一方、在宅介護実態調査では「知っているし、利用したこともある」が 39.3%と最も多

く、次いで、「知っているが利用したことはない」が 29.3%、「知らない」が 25.7%とな

っています。 
 

【播磨町地域包括支援センターが高齢者総合相談や 

   認知症の相談窓口であることの認知状況と利用状況】 

＜介護予防・日常生活圏域ニーズ調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜在宅介護実態調査＞ 
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21.5

25.0

39.4

40.8

24.1

20.8

12.2

9.1

2.8

4.3

ある 少しある あまりない

ない

無回答
今回調査（令和4年）

(n=1,443)

前回調査（令和元年）
(n=1,903)

(%)
0 20 40 60 80 100

44.8

41.5

31.9

31.2

12.8

14.7

6.0

10.3

4.5

2.3

ある 少しある あまりない

ない

無回答

今回調査（令和4年）
(n=382)

前回調査（令和元年）
(n=477)

(%)
0 20 40 60 80 100

（11）認知症についての不安 

○認知症についての不安について、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では「ある」

（21.5%）と「少しある」（39.4%）を合わせた『ある』が合計 60.9%、「ない」（12.2%）

と「あまりない」（24.1%）を合わせた『ない』が 36.3%となっています。 

また、在宅介護実態調査では認知症についての不安は「ある」（44.8%）と「少しある」

（31.9%）を合わせた『ある』が合計 76.7%となっています。 

前回調査に比べて、『ある』は 4.0 ポイント増加しています。 
 

【認知症についての不安の有無】 

＜介護予防・日常生活圏域ニーズ調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜在宅介護実態調査＞ 
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71.7

22.2

26.5

32.4

22.7

22.7

9.1

11.5

46.6

10.4

38.0

30.1

1.3

1.6

6.0

62.9

19.6

32.7

38.9

24.4

20.1

9.4

14.7

42.0

36.9

1.5

1.8

9.2

0 20 40 60 80

今回調査（令和4年）

(n=1,443)

前回調査（令和元年）

(n=1,903)

相談窓口や病院、介護サービスなどの
情報が簡単に収集できる仕組み

介護の方法、コミュニケーション方法などの研修会

家族交流など介護する家族の精神的負担を
軽減できる場

行方不明になった場合に早期発見できるための
ネットワーク

孤立防止や安否確認のための定期的な訪問活動

金銭管理や生活面に必要な諸手続きへの支援

消費生活相談や成年後見制度などの
高齢者の権利擁護支援

認知症の人が社会参加できる場

認知症専門医の紹介、医療機関への受診支援

認知症高齢者等個人賠償責任保険※

認知症に特化した介護サービス

介護保険サービス等の利用に向けた支援※

その他

特に必要はない

無回答

(MA%)

（12）認知症に関する支援 

○認知症に関する支援について、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では「相談窓口や病

院、介護サービスなどの情報が簡単に収集できる仕組み」が 71.7%と最も多く、次いで、

「認知症専門医の紹介、医療機関への受診支援」が 46.6%、「認知症に特化した介護サー

ビス」が 38.0%となっています。 

また、在宅介護実態調査では「相談窓口や病院、介護サービスなどの情報が簡単に収集で

きる仕組み」が 59.2%と最も多く、次いで、「認知症専門医の紹介、医療機関への受診支

援」が 40.1%、「行方不明になった場合に早期発見できるためのネットワーク」が

39.5%となっています。 
 

【認知症になった時にあればよい支援】 

＜介護予防・日常生活圏域ニーズ調査＞ 
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59.2

18.8

27.0

39.5

24.1

18.8

12.3

15.7

40.1

12.0

39.0

29.1

1.3

3.7

8.6

54.9

18.0

20.5

35.0

21.0

12.4

6.9

15.5

32.7

35.4

30.6

11.5

0 20 40 60 80

今回調査（令和4年）

(n=382)

前回調査（令和元年）

(n=477)

相談窓口や病院、介護サービスなどの情報が
簡単に収集できる仕組み

介護の方法、コミュニケーション方法などの研修会

家族交流など介護する家族の精神的負担を軽減できる場

行方不明になった場合に早期発見できるためのネットワーク

孤立防止や安否確認のための定期的な訪問活動

金銭管理や生活面に必要な諸手続きへの支援

消費生活相談や成年後見制度などの高齢者の権利擁護支援

認知症の人が社会参加できる場

認知症専門医の紹介、医療機関への受診支援

認知症高齢者等個人賠償責任保険※

認知症に特化した介護サービス

介護保険サービス等の利用に向けた支援

その他※

特に必要はない※

無回答

(MA%)

 

＜在宅介護実態調査＞ 
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5.1

0.4

0.4

0.4

68.0

7.4

18.4

7.8

0.6

2.0

0.9

63.5

5.5

20.4

0 20 40 60 80

今回調査（令和4年）

(n=272)

前回調査（令和元年）

(n=348)

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職した

介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない

わからない

無回答

(MA%)

11.5

19.1

63.5

54.4

7.3

7.4

2.1

5.1

4.2

2.9

11.5

11.0

問題なく、続けていける

問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい

続けていくのは、かなり難しい

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

今回調査（令和4年）
(n=96)

前回調査（令和元年）
(n=136)

(%)
0 20 40 60 80 100

（13）介護離職（在宅介護実態調査のみ） 

○介護離職について、介護のための離職の有無については、「介護のために仕事を辞めた家

族・親族はいない」が 68.0%と最も多く、前回調査に比べて 4.5 ポイント増加していま

す。 
 

【介護離職】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（14）今後の仕事と介護の両立（在宅介護実態調査のみ） 
○今後の仕事と介護の両立について、「問題はあるが、何とか続けていける」が 63.5%と

最も多く、次いで、「問題なく、続けていける」が 11.5%で、『続けていける』と回答した人

は合計 75.0%となっています。 

前回調査に比べて、「問題なく、続けていける」は 7.6 ポイント減少しています。 
 

【今後の仕事と介護の両立】 

 

 

 

  



資料編 

117 

 

50.7

5.1

11.8

2.6

1.8

2.9

8.5

16.5

50.6

8.0

11.2

3.2

3.4

5.5

7.5

10.6

0 20 40 60

今回調査（令和4年）

(n=272)

前回調査（令和元年）

(n=348)

在宅介護サービスを使いながら自宅で介護したい

高齢者向けに整備された住宅（有料老人ホーム、サービス付き
高齢者向け住宅など）に入居させたい

特別養護老人ホームなどの介護施設に入所させたい

グループホーム（認知症の方向けの施設）に入所させたい

在宅介護サービスを使わずに、自宅で家族だけで介護したい

その他

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

(%)

72.3

64.4

12.3

14.9

9.9

10.1

5.5

10.7

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している

すでに入所・入居申し込みをしている

無回答

今回調査（令和4年）
(n=382)

前回調査（令和元年）
(n=477)

(%)
0 20 40 60 80 100

（15）今後の介護への考え（在宅介護実態調査のみ） 

○今後の介護への考えについて、「在宅介護サービスを使いながら自宅で介護したい」が

50.7%と最も多く、次いで、「特別養護老人ホームなどの介護施設に入所させたい」が

11.8%となっています。 
 

【今後の介護への考え】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（16）施設等への入所・入居の検討状況（在宅介護実態調査のみ） 
○施設等への入所・入居の検討状況について、「入所・入居は検討していない」が 72.3%と

最も多く、次いで、「入所・入居を検討している」が 12.3%、「すでに入所・入居申し込みを

している」が 9.9%となっています。 
 

【施設等への入所・入居の検討状況】 
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28.1

0.0

9.4

6.3

0.0

15.6

31.3

18.8

0.0

0.0

31.3

34.4

6.3

9.4

15.6

18.8

25.0

25.0

18.8

0.0

15.6

0 10 20 30 40 50

前回調査

(n=69)

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護・短期入所療養介護※1

福祉用具貸与・購入※2

住宅改修

特定施設入居者生活介護※3

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護※4

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護※3

地域密着型介護老人福祉施設※5

看護小規模多機能型居宅介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設・介護医療院

その他

無回答

(MA%)

41.5

18.9

17.0

9.4

5.7

18.9

35.8

22.6

11.3

3.8

1.9

1.9

7.5

35.8

17.0

1.9

13.2

3.8

5.7

1.9

9.4

18.9

13.2

9.4

9.4

0.0

7.5

0 10 20 30 40 50

今回調査

(n=53)

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護※1

短期入所療養介護※1

福祉用具貸与※2

特定福祉用具購入※2

住宅改修

特定施設入居者生活介護※3

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護※4

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護※3

地域密着型介護老人福祉施設※5

看護小規模多機能型居宅介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設・介護医療院

その他

無回答

(MA%)

ケアマネジャーに関するアンケート調査・調査結果 

 

（１）ケアプラン作成に当たり、量的に不足していると思われるサービス 

○ケアプラン作成に当たり、量的に不足していると思われるサービスは、「訪問介護」が

41.5%と最も多く、次いで、「通所リハビリテーション」、「定期巡回・随時対応型訪問介

護看護」がそれぞれ 35.8%となっています。 

前回調査に比べて、「訪問入浴介護」が 18.9 ポイント、「訪問介護」が 13.4 ポイント、増

加している一方、「夜間対応型訪問介護」が 17.4 ポイント減少しています。 
 

【不足している介護サービス】 
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３ 播磨町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

 

播磨町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

平成14年２月15日要綱第７号 

（設置） 

第１条 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８の規定に基づく播磨町高齢者福祉計画の

策定及び介護保険法（平成９年法律第123号）第117条の規定に基づく介護保険事業計画の策定に

際し、重要な事項について調査審議を行うため、播磨町高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は保健・医療・福祉について知識、経験を有する者などのうちから町長が委嘱する。 

３ 各種団体の推薦により委嘱された委員が、推薦母体での職を失したときは当委員を解職されるも

のとする。なお、後任の委員は、当該団体からの推薦によるものとし、委嘱の期間は前委員の残任期

間とする。 

４ 委員は、当該計画が策定されたときに、解職されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第３条 委員会に会長及び副会長１名を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 委員会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

（定足数） 

第５条 委員会は、委員定数の３分の２以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（意見の聴取等） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き、又は必

要な説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、保険課において処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（招集の特例） 
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２ 最初に招集される委員会は、第４条の規定にかかわらず、町長が招集する。 

附 則（平成17年９月27日要綱第32号抄） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成17年10月１日より施行する。 

附 則（平成20年７月23日要綱第25号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年10月21日要綱第42号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年２月17日要綱第５号） 

この要綱は、令和４年10月１日から施行する。 
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４ 播磨町高齢者福祉計画（第 10 次）及び介護保険事業計画（第 9 期）

策定委員会委員名簿 
 

令和 5 年 7 月 4 日～令和 6 年 3 月 31 日    

区分 団体名 役職名 委員名 

医療・保健・福祉 

一般社団法人加古川医師会 会長 ◎ 中田 邦也 

一般社団法人播磨歯科医師会 
医療保険委員会 

委員 
〇 淺原 周平 

二市二町訪問看護ステーション連絡会 会長  森本 智美 

播磨町民生委員・児童委員協議会 副会長  衣笠 誠一郎 

社会福祉法人播磨町社会福祉協議会 
生活支援コーデ

ィネーター 
 安川 尚希 

社会福祉法人知足会 施設長  浅井 愛子 

社会福祉法人グランはりま 部長  谷内 誠 

株式会社あっぷる 部長  南薗 宏樹 

兵庫県介護支援専門員協会加古川支部 支部長  花田 原樹 

住民代表 

播磨町自治会連合会 副会長  米津 恵隆 

播磨町シニアクラブ連合会 会長  小西 茂行 

播磨町商工会 理事  衣笠 公浩 

播磨町労働者福祉協議会 会長  小川 雅史 

第 1 号被保険者代表(公募）   井上 晴喜 

第 2 号被保険者代表(公募）   武岡 悟 

行政 
兵庫県東播磨県民局 

（加古川健康福祉事務所） 
福祉室長  三木 水奈子 

※ ◎…会長、○…副会長 

  



資料編 

122 

 

５ 用語解説 

【あ行】 

◆アドバンス・ケア・プランニング（ACP）（人生会議） 

今後の治療・療養について患者本人、家族と医療従事者があらかじめ話し合う自発的なプロセス。 

 

◆いきいき百歳体操 

高齢者ができる限り要介護状態に陥ることなく日常生活を過ごすことができるように支援することを

目指して開発された、手足に重りを付け行う筋力運動の体操。米国国立老化研究所が推奨する運動プ

ログラムを参考に、平成 14 年（2002 年）に高知県高知市で開発された。 

 

◆ＮＰＯ（Non-Profit Organization） 

民間の非営利組織のことで、ボランティア活動等を行う民間の営利を目的としない団体で、財団法人

や社会福祉法人、生協等も含まれる。 

 

【か行】 

◆介護認定審査会 

要介護認定・要支援認定の審査判定業務を行うために市町村が設置する機関で、保健・医療・福祉に関

する学識経験者で構成される。 

 

◆介護報酬 

介護保険制度において、介護サービス事業者が、利用者に介護サービスを提供した場合に、対価とし

て支払われる報酬のこと。 

 

◆介護保険施設 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院の４つの施設の総称。 

 

◆介護保険制度 

高齢化に伴う疾病等により、入浴、排せつ、食事等の介護や医療を必要とする人に、自立した日常生活

を営むことができるよう必要な介護（予防）サービスを提供する制度。サービスを受けるためには、市

町村等の要支援・要介護認定を受ける必要がある。 

 

◆介護予防サービス 

高齢者が要介護状態に陥ることなく、健康でいきいきとした老後を過ごすことができるよう支援する

サービス。介護予防サービスや地域支援事業によって、要介護状態になることを予防することが目指

されている。  
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◆介護予防・日常生活支援総合事業 

地域の実情に応じて、住民等の多様な主体からなる多様なサービスを充実することにより、要支援者

等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもので、従来から地域支援事業に

位置づけられていた介護予防事業に加えて、予防給付のうち訪問介護・通所介護について地域支援事

業に移行し、総合的な支援を行う。 

 

◆課税年金収入 

老齢・退職年金等、町・県民税課税対象の年金収入のことで、障害年金や遺族年金は課税対象外のた

め、含まれない。 

 

◆基幹相談支援センター 

身体障害者・知的障害者・精神障害者に関わる相談支援を総合的に行い、地域における相談支援の中

核的な役割を担う機関。 

 

◆（介護保険料）基準額 

所得段階別保険料の設定に当たって基準となる額。この基準額は、第９期計画における所得段階別保

険料の第５段階に当たる保険料。 

 

◆協議体 

町が主体となり、各地域におけるコーディネーターと生活支援・介護予防サービスの提供主体等が参

画し、定期的な情報共有及び連携強化の場として中核となるネットワーク。 

 

◆居宅サービス 

通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護等、在宅生活を支える介護サービスの総称。 

 

◆ケアプラン  

介護サービスが適切に利用できるよう、心身の状況、その置かれている環境、要介護者等及びその家

族の希望等を勘案し、利用する介護サービスの種類及び内容、担当者等を定めた計画のこと。 

 

◆ケアマネジメント 

利用者一人ひとりのニ一ズに沿った最適なサービスを提供できるよう、地域で利用できるさまざまな

資源を最大限に活用して組み合わせ、調整すること。 

 

◆ケアマネジャー（介護支援専門員） 

平成 12 年４月に施行された「介護保険法」に基づく資格で、要介護者等からの相談に応じ、要介護者

等が心身の状況に応じて適切な在宅サービスや施設サービスを利用できるように市町村、事業者及び

施設との連絡調整を図り、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必要な専門知識を有し、要介護

者のケアマネジメントを行う者。  
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◆健康寿命 

心身ともに健康で過ごせる人生の長さで、平均寿命から病気やけが等の期間を差し引いて算出する。 

 

◆権利擁護 

高齢者や障がい者等の人権など様々な権利を保護すること。具体的には、認知症や知的障がい等によ

り、生活上の判断が難しくなった場合に成年後見制度や福祉サービス利用援助事業の活用により生活

上の支援を行うことや、虐待や悪徳商法等の権利侵害への対応の取り組みなどが挙げられる。 

 

◆合計所得金額 

収入金額から必要経費に相当する金額（収入の種類により計算方法が異なる）を控除した金額のこと

で、扶養控除や医療費控除等の所得控除をする前の金額のこと。なお、合計所得金額は分離課税の長

（短）期譲渡所得の特別控除前、総合所得及び株式に係る譲渡所得等の繰越控除前の金額が対象とな

る。 

 

◆国保連合会 

国民健康保険団体連合会の略。国民健康保険の診療報酬明細書の審査と診療報酬の支払いが主な業

務。介護報酬の支払いや審査機能のほか、サービスに関する苦情処理やサービスの質の向上に関する

調査、指定サービス事業者及び施設に対する指導・助言等の役割が与えられている。 

 

◆コミュニティ 

共同体、共同生活体のこと。地域社会そのものを指すこともある。 

 

【さ行】 

◆サービス付き高齢者向け住宅 

高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携し高

齢者を支援するサービスを提供する住宅の名称。平成 23 年の「高齢者の居住の安定確保に関する法

律（高齢者住まい法）」の改正により創設された。 

 

◆作業療法士 

身体または精神に障がいのある人等に対して、積極的な生活を送る能力の獲得を図るため、種々の作

業活動を用いての治療や訓練活動、指導等により作業療法を専門的に行う医学的リハビリテーション

を行う技術者。 

 

◆社会福祉協議会 

社会福祉法に基づき全国の都道府県、市町村に設置され、そのネットワークにより活動を進めている

団体。住民の福祉活動の場づくり、仲間づくり等の援助や、社会福祉に関わる公私の関係者・団体・機

関の連携を進めるとともに、具体的な福祉サービスの企画や実施を行う。 

 

◆若年性認知症 

18 歳以上 65 歳未満の人で認知症の症状がある場合の総称。 
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◆シルバー人材センター 

地域社会に密着した臨時的かつ短期的またはその他の軽易な業務を一般家庭、事業所、官公庁等から

受注し、自らの生きがいの充実や社会参加を求める高齢者にその意欲や能力に応じて就業機会を提

供することにより、活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とした、高齢者が自主的に運営する

団体。 

 

◆生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、地域において、生活

支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能（主に資源開発やネットワーク

構築の機能）を果たす者。 

 

◆生活習慣病 

食生活、運動、休養、喫煙、飲酒などによる生活習慣の積み重ねによって引き起こされる病気のこと。

糖尿病、脳卒中、心臓病、高血圧、脂質異常症、悪性新生物（がん）などが代表的な生活習慣病である。 

 

◆成年後見制度 

認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が不十分な人の法律行為（財産管理や契約の締結

等）を、家庭裁判所が選任した成年後見人等が本人を代理して契約を行ったり、同意なく結んだ不利

益な契約を取り消す等の保護や支援を行う民法の制度。制度の利用には、家庭裁判所に本人、配偶者、

四親等内の親族が申立てを行うことになる。なお、身寄りのない人の場合、市町村長に申立て権が付

与されている。 

 

◆総合計画 

地域づくりの最上位に位置づけられる財政計画で、長期展望をもつ計画的、効率的な行政運営の指針

が盛り込まれる。 

 

【た行】 

◆第１号被保険者・第２号被保険者 

介護保険では、第１号被保険者は 65 歳以上、第２号被保険者は 40 歳以上 65 歳未満の医療保険加

入者をいう。第１号被保険者は、原因を問わず、要介護認定を受けて介護保険サービスを利用できる

のに対し、第２号被保険者のサービス利用は、要介護状態になる可能性の高い特定の疾病により要介

護認定を受けた場合に限定される。 

 

◆ダブルケア 

介護と子育てが同時に行われている状態。介護や子育ては精神的、体力的な負担が大きく、また、誰

に相談したらよいか分からず、問題を当事者だけで抱え込みがちになってしまう。近年の高齢化の進

展や晩婚化・晩産化を背景に、働き盛りの方がケアを担っている場合が多い状況にあることから、周囲

の理解、中でも職場における配慮が重要である。 
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◆団塊の世代 

昭和 22 年（1947 年）から昭和 24 年（1949 年）までに生まれた人の総称。今後見込まれる急速な

高齢化の最大の要因となっている。 

 

◆地域共生社会 

「支える側」と「支えられる側」という固定された関係ではなく、高齢者、障がい者、児童、生活困窮者な

どを含む地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら自分らしく活躍できる地域社会。 

 

◆地域ケア会議 

地域包括支援センターまたは市町村が主催し、多職種協同で高齢者個人に対する支援の充実と、それ

を支える社会基盤の整備を同時に進めていく会議。 

 

◆地域支援事業 

介護保険の被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合にお

いても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するために保険者

である市町村が行う事業。介護予防・日常生活支援総合事業（または介護予防事業）及び包括的支援

事業（ともに必須事業）並びに任意事業からなる。 

 

◆地域包括ケアシステム 

高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目な

く提供される地域での体制。 

 

◆地域包括支援センター 

地域支援事業等を実施し、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行う

ことにより、その保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設で、地域

包括ケアシステムを構築する上での中核機関とされている。 

 

◆地域密着型サービス 

高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、原則として、そ

の市町の被保険者のみが利用できるサービス。介護保険法では、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、看護小規模多

機能型居宅介護及び地域密着型通所介護が定められている。 

 

◆調整交付金 

各市町村の高齢化率や所得水準による財政力格差を調整するため、市町村に交付される交付金。 
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【な行】 

◆認知症 

脳や身体の疾患を原因として、記憶・判断力等が徐々に低下して日常生活に支障をきたすようになっ

た状態をいう。認知症は病気であり、単なるもの忘れとは区別される。 

 

◆認知症ケアパス（町：認知症ガイドブック） 

認知症の進行に応じ、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを利用できるかをわかりやすくま

とめたもの。 

 

◆認知症サポーター 

認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者。「認知症サポーター養成講座」を受

講するとサポーターの証である認知症サポーターカードが付与される。 

 

◆認知症初期集中支援チーム 

複数の専門職が、認知症が疑われる人、認知症の人とその家族を訪問し、認知症の専門医による鑑別

診断等を踏まえて、観察・評価を行い、本人や家族支援等の初期の支援を包括的・集中的（概ね６か月）

に行い、自立生活のサポートを行うチーム。 

 

◆認知症相談医（もの忘れ相談医） 

加古川医師会の会員で「認知症相談医」として登録されている医師。 

 

◆認知症地域支援推進員 

認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、地域の実情に応じて

医療機関、介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携支援や認知症の人やその家族を支援

する相談業務等を果たす者。 
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【は行】 

◆8050 問題 

80 代の親と 50 代の子どもの組み合わせによる生活問題のこと。80 代前後の高齢の親が、同居す

る 50 代前後の子どもの生活を支えることにより、社会的孤立を深め、経済的にも困窮する世帯が増

えている。 

 

◆バリアフリー 

障がいのある人が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去するという意味で、もとも

とは建物内の段差の解消等物理的障壁の除去。また、より広く、障がいのある人の社会参加を困難に

している社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去をしようという考え方。 

 

◆PDCA サイクル 

Plan（目標を決め、それを達成するために必要な計画を立案）、Do（立案した計画の実行）、Check

（目標に対する進捗を確認し評価・見直し）、Action（評価・見直しした内容に基づき、適切な処置を行

う）というサイクルを回しながら改善を行っていくこと。 

 

◆標準給付費 

財政安定化基金の国庫負担額等を算定するに当たって、前提となる事業運営期間の各年度における

介護給付及び予防給付に要する費用の額。在宅サービス費、施設サービス費、高額介護サービス費、審

査支払手数料が含まれる。 

 

◆福祉避難所 

高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等避難所生活において何らかの特別の配慮を必要とする

方で、介護保険施設や医療機関に入所・入院するに至らない程度の住宅の要援護者を受け入れる避難

所。 

 

◆福祉用具 

高齢者や障がい者の自立に役立ち、介護する方の負担を軽減するための用具。具体的には、特殊寝台、

車イス、褥瘡（じょくそう）予防用具、歩行器等。 

 

◆フレイル（予防） 

加齢に伴い、筋力や活力が衰えた心身の状態（虚弱）のこと。筋力低下などの身体的要素、認知症やう

つなど精神的・心理的要素、独居や経済的困窮などの社会的要素で構成される。フレイルの進行を予

防するためには、これらの３つの側面から総合的にみて対応する必要がある。 

 

◆包括的支援事業 

高齢者が、自宅や住み慣れた地域で安心して生活を続けられるように、保健、医療、福祉に関する相談、

支援を包括的、継続的に行う事業。総合相談、権利擁護等の支援を行う。地域包括支援センター等が

実施する。従来からの取り組みに加えて、在宅・介護連携の推進、認知症施策の推進、生活支援サービ

スの体制整備等の充実が図られる。 
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◆ボランティア 

一般に「自発的な意志に基づいて人や社会に貢献すること」を意味し、「自発性：自由な意志で行うこと」

「無償性：利益を求めないこと」「社会性：公正に相手を尊重できること」といった原則がある。  

 

【や行】 

◆ヤングケアラー 

本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っているこどものこと。責任や

負担の重さにより、学業や友人関係などに影響が出てしまうことがある。 

 

◆要介護状態 

身体上または精神上の障がいがあるために、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作

の全部または一部について、厚生労働省令で定める期間にわたり継続して、常時介護を要すると見込

まれる状態であって、その介護の必要の程度に応じて要介護状態区分（要介護１～５）のいずれかに該

当する。 

 

◆要介護度 

介護の必要の程度に応じて定めた要支援・要介護伏態の区分。要支援１・２、要介護１～５の計７段階が

ある。 

 

◆要介護認定 

介護が必要な状態であるかどうか、どの程度介護を必要とするかどうかを、市町村等が介護認定審査

会で客観的に評価するもの。要介護認定は、要支援１・２、要介護１～５、非該当のいずれかに分類され

る。 

 

【ら行】 

◆理学療法士 

身体に障がいがある人に対して、主としてその基本的動作能力の回復を図るため、治療体操等の運動

や電気刺激、マッサージ、温熱等による理学療法を専門的に行う医学的リハビリテーションを行う技術

者。 

 

◆リスクマネジメント 

介護現場における事故が起きる危険性を把握・管理し、発生した際の対応方法について検討、ルール

化することで事故を未然に防ぐこと。 

 

◆老齢福祉年金 

国民年金制度が発足した当時すでに高齢になっていたため、老齢年金の受給資格期間を満たすこと

ができなかった人に支給される年金。対象者は明治 44 年４月１日以前に生まれた人、または大正５年

４月１日以前に生まれた人で一定の要件を満たしている人。 

 


